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１① 【政策１】「国家公務員の人事管理の
推進」について人事院の業務と重複
していないか。役割分担が国民から
見て非常に曖昧である。人事院との
整理統合を視野に入れた政策として
立案すべきであると考えます。また、
雇用者の立場で抑制する方向にお
いての政策は内閣、閣僚に任せ、与
えられた枠の中で公務員が最大限
の労働対価と環境を得られるような
整備をするべきではないのか。

国家公務員法第３条第２項の規定に
より、人事院は、給与その他の勤務
条件の改善及び人事行政の改善に
関する勧告、職階制、試験及び任
免、給与、研修、分限、懲戒、苦情の
処理、職務に係る倫理の保持その他
職員に関する人事行政の公正の確
保及び職員の利益の保護等に関す
る事務をつかさどることとなっていま
す。一方、同法第18条の２の規定に
より、内閣総理大臣は、職員の能
率、厚生、服務等に関する事務（人
事院の所掌に属するものを除く。）、
各行政機関がその職員について行う
人事管理に関する方針、計画等に関
し、その統一保持上必要な総合調整
に関する事務をつかさどることとなっ
ており、総務省設置法第４条の規定
により、総務省は、国家公務員法に
規定する中央人事行政機関たる内
閣総務大臣の所掌する事務につい
て、内閣総理大臣を補佐することと
なっています。各省大臣は、任命権
者として人事管理の直接の責任者と
なっています。

「質の高い行政サービスを実現し、行
政に対する国民の信頼を確保するた
めの適切な人事管理を推進する。
公務と公務員を取り巻く環境の変化
に対応した公務能率の向上を図
る。」とされているが人事院が存在し
ても質の高い人事管理が行えていな
い。
前回の回答から考えるに、人事院の
機能は総務省内局や厚生労働省等
に移転させれば事足りると考えられ
る。
来年度の方向性として人事院勧告を
維持しながらも、次年度以降の人事
政策のあり方を各省庁の独立性を維
持しながら公平かつ効率的なものと
するような政策へ転換することを盛り
込むべきと考える。

頂いた御意見についてですが、総務
省における政策評価の実施に関する
基本的な考え方は、①政策の質及び
行政の政策形成能力の向上並びに
国民本位の効率的で質の高い行政
及び国民的視点に立った成果重視
の行政の実現、②政策及びそれに
基づく活動についての透明性の確保
並びに行政に対する国民の信頼性
の向上、を図ることとしています。政
策評価の結果、制度の見直しを検討
することはありますが、あらかじめ制
度の変更を目的として政策評価を実
施しているものではありません。

１② 【政策１】「○女性国家公務員の採
用・登用等の拡大、障害者雇用の推
進等による多様な人材の確保・活用
の推進」について現実として女性職
員の比率が低い等の問題はあるか
もしれないが、平等に機会を与える
のであれば「女性公務員の」とするの
は過剰な保護であり逆差別となる。
機会の均等と実際の雇用率が必ず
しも同一となるとは言えない。にも関
わらずこのような目標を掲げるのは
非常識と言えないか。また、改めて
女性や障害者の雇用を掲げる事は
人員削減が決定されている中、現職
の職員を解雇して雇用枠を充当する
考えであると聞こえるが、この事も政
策として問題ではないのか。さらに言
えば、人員削減は限界との声も聞か
れる中、健常者と比較して一部労働
力としては制限される職員を増やす
と言うことは、現状に相当のゆとりが
あると聞こえるが真偽は如何。

「女性国家公務員の採用・登用等」については、男
女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に
よって社会のあらゆる分野における活動に参画す
る機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経
済的、社会的及び文化的利益を享受することがで
き、かつ、共に責任を担うべき社会（男女共同参画
社会）の形成のため、政府は、男女共同参画基本
計画（第２次）（平成17年12月27日閣議決定）にお
いて、「平成22年度頃までの政府全体としての採用
者に占める女性の割合の目安として、国家公務員
Ⅰ種試験の事務系の区分試験（行政、法律、経済）
については30％程度（平成17年度21.5％）、その他
の試験については、Ⅰ種試験の事務系の区分試験
の目標を踏まえつつ、試験毎の女性の採用に係る
状況等も考慮して、できる限りその割合を高めるこ
とを目標とする」こととしており、これに基づき、女性
の採用・登用等を促進することが求められていると
ころです。
また、「障害者雇用の推進」については、官民を通
じて、障害者雇用促進法（昭和35年法律第123号）
に基づき雇用の促進を図ることとしており、政府に
ついては、民間企業（1.8％）に比べて高い障害者
雇用率（2.1％）が課されているなど、率先してその
促進に努めることが求められているところです。
平成19年度目標設定表では、これらの政府として
の方針を踏まえ、多様な人材の確保・活用の推進
のための施策として、「女性国家公務員の採用・登
用等の促進、障害者雇用の推進等」を挙げており
ます。
国家公務員の任用は、国家公務員法に定める平
等取扱いと成績主義の原則に基づき行われてお
り、「女性国家公務員の採用・登用等の促進、障害
者雇用の推進等による多様な人材の確保・活用の
推進」についても、これらの諸原則の下に行われる
ものであることはもとより、現職の職員を、その意に
反して免職することにより、特定の方の採用・登用
等の機会を創出するものでもありません。

考え方として回答された内容は人員
抑制の決定から判断しうるに、求め
られた数値目標の達成には、「現職
の職員を、その意に反して免職する
ことにより、特定の方の採用・登用等
の機会を創出するものでもありませ
ん。」とする考え方では実現不可能と
考えられるが如何？

政府として、定員の純減を着実に進
める一方で、必要な人員を確保する
ため一定数の採用は必要です。「女
性国家公務員の採用・登用等の促
進、障害者雇用の推進等による多様
な人材の確保・活用」については、こ
の採用の際に推進していくものであ
り、「現職の職員を、その意に反して
免職することにより、特定の方の採
用・登用等の機会を創出」せずとも可
能であると考えます。

○　ご意見：平成19年度目標設定表に関してメール１件

「総務省政策評価基本計画（案）」及び「平成１９年度以降に総務省に
おいて実施する主要な政策ごとの目標設定等について（平成１９年度
目標設定表）（案）」に対する再意見募集の結果

　総務省では「総務省政策評価基本計画（案）」及び「平成１９年度以降に総務省において実施す
る主要な政策ごとの目標設定等について（平成１９年度目標設定表）（案）」について再意見を募
集した結果、以下の意見が寄せられました。



NO 意見 考え方 再意見 再意見に対する考え方

１③ 【政策１】「５．職員の服務規律の確
保の推進」について昨今巷を賑わす
様々な事件については公務員の精
神論から問題視すべきではないか。
特に社会的に問題となるのは一定程
度以下の職員のようであるが、時折
発生する官僚によるスキャンダルか
ら見ると、規律を推進し徹底をはかる
指導的立場にある者に実際の問題
があるのではないか。
そのような観点から考えた場合、現
状の官僚制度のあり方に問題がある
ように思われる。官僚の特権を縮小
し、再教育する政策に着手すべきで
はないのか。

政府として、これまで、総務省より各
府省等に通知を発出するなど、綱紀
の厳正な保持を図ってまいりました
が、一部公務員の不祥事等により、
行政及び公務員全体に対する国民
の信頼を損ないかねない事態が生じ
ていることを踏まえ、政府全体として
国民の行政に対する信頼を取り戻す
ため、特に、各府省等の幹部職員
が、それぞれの職務全般を掌握し、
国民の立場に立った行政を責任を
もって遂行できるよう、改めて綱紀の
厳正な保持と倫理の向上について徹
底を図っているところです。

回答が意見に対し的を得ていないと
思われる。現状の問題点は幹部職
員や政府・閣僚の姿勢を現している
のではないかと考えられる点が少な
くなく、またスキャンダルを逆手に取
り、または利用し国民のための施策
ではなく、自己利益還元の誘導に利
用されているのではないかと疑いさ
え感じてしまう。根本的に幹部職員
等によるコントロールの手法事態が
現状の問題解決を阻んでいるのでは
ないか？短期的に綱紀粛正と倫理
向上を外部に預ける事を考慮すべき
ではないのか？

「公務員の給与改定に関する取扱い
について」（平成１９年１０月３０日閣
議決定）において、「国家公務員につ
いて、各省各庁の長がリーダーシッ
プを発揮し、厳正な服務規律の確保
及び公務の適正かつ能率的な運営
を図る」こととされたことを踏まえ、各
府省に対し、改めて綱紀の厳正な保
持と倫理の向上について徹底を図っ
ているところです。
なお、国家公務員の倫理の向上を図
るため、第三者機関たる人事院に国
家公務員倫理審査会が設置されて
いるところです。

１④ 【政策１】「○ 超過勤務対策の適切な
実施」については、以前霞ヶ関が不
夜城になるのは国会議員による要求
に応じるためと聞いたことがある。真
偽のほどは定かではないが、適正な
労働環境を行政自ら見本となるつも
りであるのなら、この事に対する公表
できる
資料を持って、国会議員との関係性
を見直し適正化すべきではないの
か。

超過勤務対策の適切な実施につい
ては、政府として、「国家公務員の労
働時間短縮対策について」（平成4年
12月9日 人事管理運営協議会決定）
に基づき、国会業務の改善につい
て、当該作業に伴い超過勤務に従事
する職員の数を必要最小限に絞るな
ど、行政府内部の事務処理体制の
合理化を進めているところです。

回答が適切ではないと考える。行政
機関が努力を進めたとして、国会議
員が自力で行う職務や調査をいたず
らに行政職員へ負担を課している事
が問題であるのではないかとの観点
によって意見を述べた。時間外に国
会議員等による業務指示に対する概
要や業務量を公開するなどによって
問題を公表し、負担軽減への具体策
を検討すべきではないのか？

国会関係業務については、行政府内
部の事務処理体制の合理化を図る
とともに、超過勤務の縮減に向けた
措置が効果的に行われるため、国会
の理解と協力が得られるよう引き続
き努力しているところです。

１⑤ 【政策２】「適正な行政管理の実施」
について
「国の行政組織等の減量・効率化」を
掲げているが、相対的に見ると減量
ありきの規制緩和によって、例えば
耐震偽装事件のように必要な行政機
能さえ失っている用に思える。
他方、依然縦割りの弊害で真のワン
ストップサービスが行われていない。
法務省の登記業務を中心に連携を
行えば相当な業務量が削減できると
思われますが、比較的簡単であるは
ずの法人登記関係ですら実施されて
いない。
定員の合理化を目標に掲げる前に
すべき事を見失っていないか。定員
削減は結果的産物であると思われる
ので、社会保険庁のようにならない
ためにも目標設定から頭を冷やして
考えるべきではないのか。

政府は、「国の行政機関の定員の純
減について」（平成18年６月30日閣議
決定）に基づき、18年度から22年度
までの５年間で5.7％以上（▲18,936
人）の純減を確保する中で、治安な
ど、政府として重要な施策に重点的
に定員を配分することとし、行政需要
の変化に対応したメリハリのある定
員配置を実現することとしています。

実行しているとの回答を頂いたが、
例えば法人の登記内容の変更に
よって各省庁が義務付ける手続きが
どれだけあるでしょうか？これらをオ
ンライン化したシステムを利用し、真
にワンストップサービスが実現するだ
けでも単純に数パーセントの削減が
実現できると考えられる。問題ばかり
抱えた住基ネットの利活用よりも導
入しやすく、即効性のある法人データ
の串刺しが実現されていない中では
何を言っても信憑性に欠如する。

政府は、「電子政府推進計画」（平成
18年８月31日ＣＩＯ連絡会議決定、平
成19年８月24日一部改定）等に基づ
き、ワンストップサービスの推進な
ど、利用者視点に立ったオンライン
利用を促進することにより、業務の効
率化・合理化を推進しています。

１⑥ 【政策２】「行政手続制度及び行政不
服審査制度の適正かつ円滑な運用」
について
適正や円滑な運用以前に、事案の
責任官庁とその窓口がわかりにくく、
また国民が認知されぬまま「関係者」
とされる企業等で合意の上実施さ
れ、結果リスクを国民が背負ってから
気付かされるケースはまだまだ少な
くない。
達成率的な数値を公表するのは良
いが意味のある数値ではないと思わ
れる。

行政の透明性の向上と信頼性の確
保を図るため、行政手続法の適正か
つ円滑な運用を図ることにより、行政
上の意思決定の内容及び過程が国
民にとって明らかなものとなり、また、
行政不服審査法の適正かつ円滑な
運用及びその見直しを進めることに
より、より一層簡易迅速で公正な手
続による国民の権利利益の救済が
図られるよう取組んでいるところで
す。

論点が噛みあっていない。透明性の
問題を指し示しているのではなく、問
題が発生した場合の公的な窓口さえ
見えていなかったり、事前説明と相
互理解が十分でないにもかかわらず
国益を口実に省益や官僚、政党の評
価に帰するために強引に進められる
事に対する権利の保障が十分でな
い。例えばこのようなパブリックコメン
トであっても何年も放置されたままの
もの、回答が適切でないもの、筋書
き通りの業務遂行のために反対意見
を封殺、無視が行われている形跡が
いくつか見受けられる。法案自体に
意見を述べる機会を設けられていな
い国民がせめてもの意見提出の場と
して、このシステムを利用している中
でもこの様な状態では問題であると
言わざるを得ない。

　行政手続法は、「行政運営におけ
る公正の確保と透明性（行政上の意
思決定について、その内容及び過程
が国民にとって明らかであることをい
う。）の向上を図り、もって国民の権
利利益の保護に資すること」を、行政
不服審査法は、「国民の権利利益の
救済を図るとともに、行政の適正な
運営を確保すること」をそれぞれ目
的としており、これらの適正かつ円滑
な運用を図ることは、「事前説明と相
互理解」や「権利の保障」等にも資す
るものであると考えます。

１⑦ 【政策３】「行政評価等による行政制
度・運営の改善」について
政策評価の手法は既に着手されて
いるものと記憶するが、先の参議院
選挙で与党が惨敗したところを見る
と政策評価の手法に大きな誤りが
あった結果ではないのか。
手法の見直しに対する具体化を盛り
込むべきではないのか。

政策評価制度については、平成13年
の法の施行後、これまでの実施状況
を踏まえ、平成17年12月に政策評価
制度の発展に向けた見直しを行った
ところです。
今後は、新たに導入された経済財政
諮問会議との政策評価に関する連
携を強化し、重要対象分野に係る評
価の実施の推進を図ることにより、
政策評価の機能の発揮に向けて取
り組むこととしています。

そもそも経済諮問会議の政策評価自
体が特定の主義者に対する利益誘
導に偏重して問題があるのではない
か？

政策評価の重要対象分野の選定に
際しては、総務省に置かれている政
策評価・独立行政法人評価委員会
が、政府全体を見渡した第三者的立
場から調査審議した結果を踏まえる
こととされております。



NO 意見 考え方 再意見 再意見に対する考え方

１⑧ 【政策４】「分権型社会にふさわしい
地方行政体制整備等」について
地方自治体は急激な変化に対応しき
れず、東京都でさえ周辺に与える影
響を考慮しない自治を推進して周囲
の自治体は弊害を受けている。
この様な未成熟な状態で、安易な分
権型社会を強引に進めることは国家
衰退の危機を自ら招いている。見直
すべきではないか。

地方公共団体は、地域住民のニー
ズに速やかに対応し、各地域が個性
を生かした多様で活力あふれる地域
づくりを進めることができるよう、分権
型行政システムへの転換が求められ
ております。
このため、政府では、地方分権改革
推進法（平成18年法律第111号）等に
基づき、「地方が主役の国づくり」を
目指して地方分権改革に取り組むと
ともに、地方の行政体制を整備する
ため、市町村合併の推進、地方行革
の推進、基礎自治体のあり方の検
討、分権型社会にふさわしい地方公
務員制度の確立などに取り組んでい
るところです。

「地方が主役」が問題であって、「国
民が主役」であり、その中で地方の
役割を考え、自立する点と保護する
点を模索する事が重要であって、画
一的な地方の自立は国益にならない
と考えるが如何？

地方の活力なくして国の活力はあり
ません。「地方の元気が日本の力」
の理念の下、地方のやる気、知恵と
工夫を引き出し、地域に住む人たち
のニーズや地域の魅力をいちばんと
らえることができる地方が、自ら主役
となって考え、実行できる体制をつく
ることが不可欠です。
地方の自由と責任を高め、地域の力
を引き出すためには、地方に対する
国の法令による義務付け・枠付けの
大幅な見直しや条例制定権の拡大、
個別行政分野における国と地方の役
割分担の見直し、地方への権限移譲
等を行っていく必要があります。

１⑨ 【政策５】「地域振興」について
「地方公共団体が実施する地域振興
施策の推進（ 中心市街地活性化、Ｐ
ＦＩ事業の支援）」とあるがＰＦＩ事業の
問題点が指摘され（既に評価につい
てパブリックコメントが実施されたと
記憶している）始めている中、安易に
これを盛り込むことは適切でないの
ではないか。

ＰＦＩの推進は、民間事業者の新たな
事業機会の創出を通じた経済の活
性化のみならず、地方公共団体の行
財政運営の改革にも寄与するものと
認識しています。
総務省としましては、地方公共団体
に対し、ＰＦＩ事業の積極的な活用を
促してまいりました。
ＰＦＩ事業の実施件数の増加や事業
の分野の拡大に伴い、さまざまな課
題が生じておりますが、こうした課題
に配慮しつつ、関係省庁と連携して、
地方公共団体のＰＦＩ事業の円滑な
実施を支援してまいります。

国家として様々な課題を認知してい
ながら、解決を見ずして地方公共団
体に導入を求める意図が全く持って
理解に苦しむ。

ＰＦＩ事業の理解の一助とするため、
ＰＦＩ事業実施プロセスやモニタリング
等の各種ガイドラインを周知し、ま
た、問題となった事例とその対応策
を研修会にて説明するなど、地方公
共団体におけるＰＦＩ事業の円滑な実
施の支援に取り組んでおります。

１⑩ 【政策５】「辺地に係る公共的施設の
総合整備の促進」として文化水準の
格差を指摘しているが、格差の中に
は地域の文化、特性を維持するため
に必要な格差もあり、また、水準維持
や引き上げに必ずしも公共施設が必
要でない場合も少なくない。さらに施
設整備には維持も考慮に入れなけ
ればならず、この様な目標を持って
いては第二の夕張を生むだけと思わ
れるので再検討すべきではないか。

辺地においては、市町村道等の整備
が全国平均と差があるほか、特に合
併処理浄化槽等の下水処理施設は
まだまだ遅れており、地域の実情を
踏まえた市町村の自主的・主体的な
施設整備の取り組みについて支援が
必要と考えております。

例えば道路整備の格差を補うために
生まれた文化や技術・伝統が辺地に
は存在し、近代化によって利便性の
欠如だけが表面化し、結果として地
方の自立を妨げ、もしくは弊害を生ん
でいる事例もあるのではないか？支
援策にこのような自戒を含めるべき
と考える。

辺地において、地域の実情を踏まえ
た市町村の自主的・主体的な施設整
備の取り組みについて支援している
ところです。

１⑪ 【政策８】「電子政府・電子自治体の
推進」について電子申請について現
在まで相当な予算を持って実施され
てきているが、メニューは増えたもの
のどれも使いにくく推進の意味を理
解されているのか疑問である。
また、社会保険庁が大きな事件とし
て取り上げられているが、他の省庁
について「電子化を開始」とは聞くけ
れど「データベースの整合性につい
て」の公表がなされた記憶がない。
やってもらう必要性は感じるが、目標
到達至上主義で現実と乖離している
事例が隠蔽されているのではない
か。
特に問題があった住基システムによ
る個人の手続も改善すべきではある
が、法人の対策を先行するべきでは
ないのか。

政府は、国の行政機関への年間申
請件数の多い（10万件以上）手続165
手続を対象にオンライン利用促進の
ための行動計画」（平成19年３月改
正、CIO連絡会議報告）を策定し、添
付書類の省略・廃止や本人確認方
法の簡素化、手数料の引下げ等のイ
ンセンティブ措置の導入や利用者に
進んで使っていただけるよう、使い勝
手の向上や画面の使いやすさの改
善等を図っております。
また、電子自治体に関しては、「新電
子自治体推進指針」（平成19年３月、
総務省）を策定し、平成22年度まで
に利便性・効率性を実感できる電子
自治体を実現するための総合的な
取り組みを促進しているところです。

回答に反論をして申し訳ないが「改
善を図っている」効果が現れていな
い。方向性やシステム設計に根本的
な問題があったり、無理に電子化を
可能にする制度整備を行うために法
令上の現実との乖離が発生したりし
ているのではないか？これらに対す
る目標設定が足りないと考える。

政府は、「ＩＴ新改革戦略」（平成18年
１月ＩＴ戦略本部策定）において「利便
性・サービス向上が実現できる電子
行政を実現し、国・地方公共団体に
対する申請・届出等手続におけるオ
ンライン利用率を2010年度までに
50％以上とする」との目標を掲げ、そ
の実現方策をまとめた「オンライン利
用促進のための行動計画」に基づ
き、添付書類の省略・廃止や本人確
認方法の簡素化、手数料の引下げ
等のインセンティブ措置の導入等目
標達成のために取り組んでおり、行
動計画におけるオンライン利用率は
平成１７年度１２．４％、平成１８年度
１７．１％と上昇しております。

１⑫ 【政策11】「情報通信技術高度利活
用の推進」について情報通信ニュー
ビジネスの振興としてベンチャーの
支援が掲げられているが、真に生産
性を高めるベンチャー等ではなく、お
よそ怪しい法人が乱立し、机上経済
によって社会の秩序を乱し始めてい
るように見受けられる。テーマと具体
化、目標設定にそれぞれ無理がある
のではないか。ベンチャーの支援も
ニュービジネスの振興もあるべきで
はあると考えるが、円滑な社会活動
における一時避難のためのグレー
ゾーンを逆手に取るだけであるような
ニュービジネスを横行させる支援策
をそろそろ見直すべきではないの
か。

経済成長寄与度が高い我が国ＩＣＴ
産業の発展のためには、ＩＣＴベン
チャーによる
先進的・独創的な技術やビジネスモ
デルにより新規事業を創出すること
が重要です。ＩＣＴベンチャーに対する
助成にあたっては、外部有識者で構
成する評価委員会による審査を経て
採択を行っており、以後も企業化報
告の提出を求め、事後の効果測定に
関しても把握に努めるなど、ベン
チャーの事業化、適切な事業展開に
ついてフォローアップを実施していま
す。

新規事業の創出が重要でありICTが
有効である事には同意するものの、
反面、円滑な経済活動などを目的と
して法令規制に設けてあるグレー
ゾーン、グリーンベルトを自己利益を
目的に濫用する事によって本来の法
益や法益の保護にあった産業を悪戯
に打撃を与えるような事例が少なくな
い。この事を評価し政策に盛り込む
姿勢が十分でないと考える。

ベンチャー企業の事業化率を評価す
るにあたっては、助成後にベンチャー
企業に対して提出を求めている企業
化報告において、事業の実施状況に
ついてフォローアップを行っていま
す。



NO 意見 考え方 再意見 再意見に対する考え方

１⑬ 【政策11】「情報バリアフリー環境の
整備」について
この様な表現では情報伝達機能に
障害を持った人々への対策を示され
ているのであるとは思われるが、
誤った情報を選別できない人々や伝
えられるべき情報、欲する情報に到
達できない人と言う意味を加えるとほ
とんどの国民が情報バリアフリーの
恩恵を受けていないのではないか。

総務省では、年齢や身体的な条件に
よるＩＣＴ利用機会の格差（デジタル・
ディバイド）を是正し、高齢者や障害
者を含めた誰もがＩＣＴの恩恵を享受
できるような社会を実現するという観
点から、情報バリアフリー環境の整
備を推進しているところです。

即時性の向上や情報に対する正確
性の保証が確立されていない事か
ら、本来即時性を必要としない情報
が受けて側の事情を考慮せず飛び
込んできたり、不正確な情報により損
害を被る事が増加しており、これらに
対する政策が不十分であると考え
る。

頂いた御意見については、今後の政
策の参考とさせていただきます。

１⑭ 【政策12】
「ユビキタスネットワークの整備」につ
いてＮＴＴに抑制をかけ、新規参入企
業に保護政策を継続した結果、初期
段階としては相当の功績を挙げたも
のの非ＮＴＴ系列の努力が未熟なの
か、最近では足枷に感じる事例が増
えてきている。ＮＴＴを擁護するわけ
ではないが安易にＮＴＴを敵対視する
のではなく社会インフラとして成熟さ
れるよう非ＮＴＴ系の企業の育成をお
願いしたい。
また、国土交通省による整備と解放
ももっと全面に押し出す必要を感じ
る。
さらに言えば、地方では利害関係の
衝突で地域住民が結果的に損をして
いる事例も伝え聞くので、対策を考
慮すべきではないのか。

ブロードバンド整備について、現在、
総務省は関係省庁との連携を進め
ているところです。
また、情報通信基盤の民間整備が困
難な地域については、地域情報通信
基盤整備促進交付金、地域イントラ
ネット基盤施設整備事業等により自
治体等への財政支援を行っていると
ころです。

総務省の推進政策が、多様化する選
択肢の中で逆作用を起こしていると
も聞こえている。また、さらなる対策
をお願いしたい。

頂いた御意見については、今後の政
策の参考とさせていただきます。

１⑮ 【政策16】
郵政行政の推進

郵便局のサービスは明らかに低下
し、利益追従一辺倒が顕著である。
対策を講じられたい。

総務省としては、関係法令などに従
い、郵便局におけるサービス水準が
維持されるよう、取り組んでいるとこ
ろです。
今後も、利用者の利便に支障が生じ
ないよう、郵政民営化の確実かつ円
滑な実施を推進していく考えです。

１⑯ 【政策17】
一般戦災死没者追悼等の事業の推
進

政府は国際支援を口実に多くの国民
が戦争により被害を受けた事実を忘
却した行為を繰り返している。真の追
悼として疑問を感じるので、政府の
国粋主義に加担しないよう注意され
たい。

総務省では、先の大戦に係る戦後処
理問題のうち、旧日本赤十字社救護
看護婦等に対する慰労の事務及び
一般戦災死没者の慰霊に関する事
務等を推進しているところです。

１⑰ 【政策19】
公的統計の体系的な整備・提供

民間委託により問題が生じぬ事の無
きよう、予想される問題点が解決に
至るよう対策を講じられたい。

　統計調査の民間開放については、
閣議決定等に基づき、統計の正確
性・信頼性の確保、調査対象の秘密
保護に留意しつつ、実施することとし
ています。
　総務省（統計局）所管の統計調査
の民間開放の実施については、
①調査の「質の確保」を図ることがで
きること、
②「業務効率化」に資すること、
③業務遂行能力のある民間事業者
への「受託可能性」があること、
という３つの視点から検討を行うこと
としております。

１⑱ 【政策20】
消防防災体制の充実強化

テロ対策を掲げているが、国家全体
を見れば「敵を作らない外交の努力」
や「テロを誘発するカルトへの対策」
が欠如した中では現状の体制は不
足しているのではないか？

消防防災については、大規模災害や
テロ災害の発生も懸念される中、国
民の安心・安全を確保するため、総
合的な消防防災対策を積極的に展
開してまいります。


